
Ⅳ 実 施 要 領 様 式 集
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様式１号（事業実施申請書）

　様式１号別記による。

注１） 　本事業に係る申請事業の全部を記入すること。

注２） 　添付される事業計画書に係る事業を朱枠で囲むこと。（変更の場合も同様）

注３）

注４）

注５） 　施行箇所又は設置場所及び事業主体の欄には、具体的な正式名称を記入すること。

注６）

注７）

注８）

注９）

　添付書類

（１） 　事業計画書（別記様式）

（２）

（３） 　事業主体における消費税の納税対応状況が確認できる資料

　備考欄には、事業主体ごとに消費税等仕入控除税額等について、これを減額した場合に
は「減額した金額」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場
合には「含税額」とそれぞれ記入する。また、補助対象外事業費を含めた契約を行ってい
る場合は、補助対象及び対象外の事業費合計を「全体事業費」として記入すること。
　また、国補併用の場合は、「国補併用」と記入すること

　重要な変更の場合は、表題を「新潟県農林水産業総合振興事業の実施申請について（変
更）」とし、本文中の「事業を実施したい」を「事業を変更して実施したい」とする。
「事業の計画」については、変更事項ごとに変更後の計画を記載し、その上段に変更部分
に係る当初計画を（　　）書きで記載すること。

　申請事業一覧図（全ての申請事業について、市町村管内図（50,000分の１）を用い、事
業実施位置を赤丸で図示し、事業種目、事業細目、事業費を記入すること。また、中山間
地域直接支払制度に基づき協定集落、振興山村及び特定農山村がある場合は、その区域を
図示すること。）

　令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業として、下記のとおり事業を実施したいので、
関係書類を添えて申請します。

記

　「やるき農家支援型」の場合は、細目の欄に【　　】書きで支援型を記入すること。

　地区名の欄に（　　）書きで一般地域、中山間地域の別を記入すること。

　事業内容及び事業量の欄には、整備する機械・施設等について、設計（見積もり）単位
を基本に「○」で区分し、名称・構造（又は能力）・数量・規模（施設等の場合）の順に
「・」で区切り記入すること。また、50万円以下の付属機、対象作物等は、必要に応じて
適宜記載することとし、この場合は（　　）書きで記入すること。

　「国補助金」には農地利用効率化等支援交付金等による国費活用額を記入すること

    令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業
    の実施申請について

番　　　　　　号　

令和　年　月　日　

　新潟県知事　　　様

補助事業者名

代表者職氏名　　　　　　
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様式１号別記

１　事業の計画

借受者

（

事　業　の　内　容 工　期 経　費　の　配　分

着　工
予　定
年月日

合　　計

備考
種　目 細　目 地区名

施行箇所
又　は
設置場所

事業
主体

事業内容
及　び

事 業 量

着　手
予　定
年月日

しゅん
工予定
年月日 市町村費

（C）

総事業費
（A＋B＋C＋D）

その他
（D）

負　担　区　分

国補助金
（A）

県補助金
（B）
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様式２号（実施設計概要書）

　　（以下様式１号に準じて作成すること。）

添付書類：実施設計概要書

番　　　　　　号　

令和　年　月　日　

　関係地域機関の長　　様

補助事業者名

代表者職氏名　　　　　　　

    令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業
    実施設計概要書の提出について

　令和　年　月　日付け　第　　号で認定された別記事業について、実施設計概要書を提出
します。
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＜参考１：実施（変更又は出来高）設計概要書様式（施設導入用)＞

【表紙】

所属 令和　年　月　日

市町村名

事業主体名

(借受者名）

１　設計説明書

同意率 年月日同　意　状　況 同意者数／受益者数

摘　　　　　要 設置予定地の権利調整の状況等

事業量及び経費

工 事 の 概 要
①　施設の構造、規模、数量等
②　中古、古材等利用の有無、ある場合はその理由
③　事業費調達の計画

施行方法及び期間

受益戸数及び受益面積

施　行　箇　所 大字または小字まで記入

令和　年度

新潟県農林水産業総合振興事業実施設計概要書

審査者氏名

地区名 事業種目 事業細目

項　　    　目 （記載上の注意）
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２　経費内訳書

数　量 単　位

３　工事雑費明細書

摘　要 数　量 単　位 備　考

４　設計図（位置図、立面図、平面図）

　別紙のとおり

５　添付資料

（１）

（２） 共通添付資料４「導入機械能力算出基礎表」（実施設計概要書、出来高設計概要書）

（３） 共通添付資料５「機械等の導入経緯」（出来高設計概要書）

共通添付資料１-２「農業機械における補助対象事業費積算内訳書」（出来高設計
概要書）

名　称 単　価 金　額

工種または種目 単　価 金　額 備　考
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＜参考２：実施（変更又は出来高）設計概要書様式（施設導入以外用）＞

【表紙】

令和　年　月　日

市町村名

事業主体名

(借受者名）

１　事業概要

２　添付資料

（１）

（２） 共通添付資料４「導入機械能力算出基礎表」

（実施設計概要書、出来高設計概要書）

（３） 共通添付資料５「機械等の導入経緯」

（出来高設計概要書）

市町村費 その他

工　　期

着手（予定）日

着工（予定）日

しゅん工（予定）日

備　　考

共通添付資料１-２「農業機械における補助対象事業費積算内訳書」
（実施設計概要書、出来高設計概要書）

施行箇所・設置箇所

事業内容
及び

規模・能力

事業費
及び

負担区分
（円）

事業費 国費

県費

令和　年度

新潟県農林水産業総合振興事業実施設計概要書

所属 審査者氏名

地区名 事業種目 事業細目
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様式３号（認定前着手届）

１　認定前着手をしようとする事業

２　認定前着手の理由

事　　業　　費

しゅん工予定年月日

施　行　方　法

事　　業　　量

借　　受　　者

着手予定年月日

着工予定年月日

施行箇所・設置場所

地　　区　　名

事　業　主　体

　令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業として下記事業を認定前に着手したいので、対
象事業として認定されない場合は自力事業とすることを了承の上、実施設計概要書を添えて
届出します。

記

種　　　　　目

細　　　　　目

    令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業
    認定前着手届

番　　　　　　号　

令和　年　月　日　

　関係地域機関の長　　様

補助事業者名

代表者職氏名　　　　　　　
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様式４号（しゅん工報告書）

１　しゅん工した事業

２　添付書類

　　出来高設計概要書

　　（補助事業調書）

　　機械・施設等管理台帳の写し

施　行　方　法

事　　業　　量

事　　業　　費

着 手 年 月 日

着 工 年 月 日

しゅん工年月日

地　　区　　名

事　業　主　体

借　　受　　者

番　　　　　　号　

令和　年　月　日　

　新潟県知事　　様

施行箇所・設置場所

　市町村長　　　様

事業主体名

補助事業者名

代表者職氏名　　　　　　　

     令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業
     しゅん工報告書

　令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業のうち、令和　年　月　日　　第　号で交付決
定のあった（事業主体が報告する場合は市町村からの交付決定通知を基に記載し、市町村長
が報告する場合は県からの交付決定通知を基に記載すること。）下記事業がしゅん工したの
で報告します。

記

種　　　　　目

細　　　　　目
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様式５号（機械・施設等管理台帳）

国費 県費 市町村費 その他

注１） 　処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。

注２） 　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付、担保提供等別に記入すること。

注３） 　備考欄には、譲渡先、交換先、貸付先及び抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。　

注４） 　この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に替えることができる。

細　目
施行箇所
又    は
設置場所

市町村名 地区名

構造・規
模・能力

小　計

新潟県農林水産業総合振興事業機械・施設等管理台帳

処分の状況

合　計

事　業　の　概　要

数量種　目

小　計

総事業費
処分の
内　容

事業主体名
令和　年度

（借受者名）

工　期 経　費　の　配　分

備　考承　認
年月日

耐用年数

処分制限期間

処分期限
年月日

しゅん工
年月日

事業実施年度

着工
年月日
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様式６号（推薦書）

１　推薦する事業

　　様式６号別記による。

２　関連事業に対する希望意見等

３　添付書類

　　補助事業者の申請書

注１） 　本推薦書は種目・細目ごとに記述すること。

注２） 　受益範囲は施設別に記入すること。

　令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業として、下記事業が適当と認められますので、
関係書類を添えて推薦します。

記

番　　　　　　号　

令和　年　月　日　

　新潟県農林水産部長　　様

関係地域機関の長　

     令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業
     の推薦について
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様式６号別記（推薦事業）

借受者
戸
数

面
積

国補助
金

県補助
金

市町村
費

その他

推
薦
順
位

市町
村名

地区
名

施行箇所
設置場所種　目 細　目 推薦理由

負　担　区　分受益範囲

事業費

合　計

事業主体 事　業　量
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様式７号（新規就農者育成促進意見書）

１　支援対象者名

２　支援対象者の選定の妥当性について

３　経営規模拡大計画について

４　農業委員会の支援体制について

　

番　　　　　　号　

令和　年　月　日　

　市町村長　　様

農業委員会長　

    令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業
    （新規就農者育成促進）に対する意見書

　令和　年　月　日付け　第　　号で協議のあった標記事業の計画について、下記のとおり
回答します。

記
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様式８号（新規就農者育成促進意見書）

１　支援対象者名

２　支援対象者の選定の妥当性について

３　農業施設の導入計画について

４　農業協同組合の支援体制について

　

記

番　　　　　　号　

令和　年　月　日　

　市町村長　　様

農業協同組合長　

    令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業
    （新規就農者育成促進）に対する意見書

　令和　年　月　日付け　第　　号で協議のあった標記事業の計画について、下記のとおり
回答します。
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様式９号（やるき農家支援型実施計画認定申請書）

　

　このことについて、令和　年度事業として別紙事業計画書のとおり実施したいので、新潟
県農林水産業総合振興事業実施要領別記２の第２の２の（４）に基づき申請します。

令和　年　月　日　

　市町村長　　様

農業者名

    令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業
    中山間地域活性化対策（やるき農家支援型）
    実施計画の認定について（申請）
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様式10号（リース会社の概要）

１　本事業の実績の有無 ： □有 □無（下記資料を添付のこと）

２　リース事業担当部署 ： 組織名 支店名

郵便番号

住 所

電話番号

FAX 番 号

３　リース事業担当者 ： 役職名 氏名

４　会社設立年次 ： 昭和・平成・令和　年

５　従業員数 ： 令和　年　月　日現在 名

６　資本金 ： 令和　年　月　日現在 円

７　前年度のリース取扱高 ： 百万円

： 百万円）

【参考】近年の交付金又は補助事業（国、新潟県）実績

年度 取扱件数

　

８　添付資料（本事業の実績がない場合）

□ 会社紹介

□ 営業実績を明らかにした書類

□ その他必要な資料（要領第３の４の（７）のイに該当することの説明資料など）

令和　年　月　日　

記

組織名及び代表者名     　　　

取扱高（千円）

　新潟県知事　　　様

    令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業
    リース事業主体の届出について

事　業　名

　このことについて、令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業のリースによる事業実施を
予定したいため、下記により会社概要を届け出ます。

　（うち農業関係物件取扱高
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様式11号（概算事業費算定用見積依頼書）

２　見積条件（仕様） （１）機械の名称：自脱型コンバイン
（２）機械の能力：６条
（３）付　属　機：補助デバイダー、延長オーガ
（４）数　　　量：１台
（５）導入時期　：８月中旬
（６）納入場所　：□□町××番地（○○生産組合格納庫）

３　見積書提出時期 　令和　年　月　日

４　見積書提出場所 　〒×××　□□町・・番地（○○生産組合代表者自宅）

５　見積書様式 　別紙見積書様式を参考にお願いします。

６　見積書提出方法 　郵送による。

７　そ の 他 　条件を満たす機械を３機種選定の上、見積書を提出してくだ
さい。
　なお、見積機械のカタログを同封願います。

電話番号

　下記により見積書を作成の上、提出くださるようお願いします。

記

１　依 頼 者 （記載例）　　○○生産組合　代表△△

概算事業費算定のための見積依頼書

令和　年　月　日　

　　　　　　　　　様

組織名及び代表者名又は

氏　　　　　　　　　名　　　　
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（別紙見積書様式）

受渡期日　年　月　日

受渡場所
取引条件

有効期限　年　月　日まで

【記載上の注意点】
注１）

注２） 　型式は正確に記載するようお願いします。
注３） 　備考欄には、１台当たりのメーカー希望小売価格を必ず記入してください。
注４）

小　　　計 10,150,000

消費税（10％） 1,015,000

総　合　計 11,165,000

　機械付属機は機械本体とは別行に単独で記入してください。なお、付属機を含
めた「コンバイン一式」との表現はしないようお願いします。また、付属機につ
いても型式の記入をお願いします。

　「日付」、「受渡期日」、「受渡場所」、「取引条件」、「有効期限」は必ず
記入してください。

80,000

デバイダー IJK567LMN 1 100,000 100,000 120,000

延長オーガ OPQ890RST 1 50,000 50,000

11,000,000

　下記により見積申し上げます。

合計金額　￥　11,165,000円（消費税込み）

品名・規格 型　式 数　量 単　価 金　額
備　考

（メーカー希望小売価格）

○○社６条
コンバイン ABC1234DEFGH 1 10,000,000 10,000,000

（参考）新潟県農業機械整備施設認定番号

御見積書（参考様式）

令和　年　月　日　

　○○生産組合　代表者△△　様

住　　所　　　　　　　　　　

名　　称

電話番号（FAX)
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様式12号（リース見積依頼書）

１　借受者の概要
（１）集団の場合

（２）個人の場合

２　リースの内容
数量

３　その他
（１）

（２）

事業細目名 予定補助率
リース料の支払方法 年払い・月払い リース期間 年（機械施設の耐用年数）

年　月　日
物件価格 設置場所住所 納入予定日リ　ー　ス　申　込　物　件

園　芸　部　門 家畜飼養頭羽数 その他部門
面積（ha）

頭羽数
普通畑（ha) 樹園地（ha) 家畜名 部門名

氏　　名 昭・平・令　　年　月　日
（〒　　　－　　　） 自宅電話番号

　リース料の算定に当たっては、県の補助事業を活用した場合として県の補助分を勘案した
リース料金としてください。

　本年度、新潟県に「リース会社の概要」を届け出ていない場合は、届出を実施していただ
くとともに、その旨ご連絡ください。

住　　所

経営概要
（経営規模）

水　田　部　門 作　業　受　託
所有地（ha) 借入地（ha) 作業名

戸　人

フリガナ 生年月日

その他部門
部門名

頭羽数

園　芸　部　門
普通畑（ha) 樹園地（ha) 家畜名

家畜飼養頭羽数

組織形態 協業（法人・任意）・受託・共同利用 営農類型

借入地（ha)所有地（ha) 作業名

資　本　金
万円 年

水　田　部　門 作　業　受　託

面積（ha）

年　月

　　　　　　　　　様　

組織名及び代表者名又は

会社名又は組織名
フリガナ 電話番号

氏　　　　　　　　　名　　　
電話番号

　令和　年度新潟県農林水産業総合振興事業を活用し、下記によりリース契約の締結を予定した
いため、リース契約書（案）を提出くださるようお願いします。

記

代表者自宅住所

リース見積依頼書

経営概要
（経営規模）

その他構成員数会社の設立営業年数

代表者名 昭・平・令　　年　月　日
（〒　　　－　　　） 自宅電話番号

住　　所
（〒　　　－　　　）

フリガナ 生年月日

令和　年　月　日　
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